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１．検討経緯 

建築材料等判断基準ワーキンググループにおいて、平成２５年１２月２０日に取りまと

められた「断熱材における建材トップランナー制度の内容」では、グラスウール断熱材、

ロックウール断熱材及び押出法ポリスチレンフォーム断熱材を特定熱損失防止建築材料

の対象とすることとされた。また、セルロースファイバー、高発泡ポリエチレン、ビーズ

法ポリスチレンフォーム及びフェノールフォームについては、「いずれもシェアが数％で

あることから、「市場での使用割合が極度に小さいもの」に該当する」とされ、対象範囲か

ら除外される一方、硬質ウレタンフォーム断熱材に関しては「将来的に出荷時点における

建築材料の性能と現場の施工後の性能との関係を含めた測定方法、評価方法が確立された

段階で、建材トップランナー制度の対象とすることを速やかに検討すること」とされた。 

その後、業界団体による品質管理基準等の発行を受け、改めて硬質ウレタンフォーム断

熱材について審議を行い、現場吹付け品については、平成２９年１０月１２日に「吹付け

硬質ウレタンフォームの熱の損失の防止のための性能の向上等に関するガイドライン」を

公表し、建材トップランナー制度に準じた制度が定められた。 

他方、ボード品についても関連ＪＩＳの改正を受け、この度、審議を行い、以下のとお

り取りまとめを行った。 

 

２．硬質ウレタンフォーム断熱材（ボード品）の扱い【別添１参照】 

外壁、窓等を構成する建築材料として使用される、硬質ウレタンフォーム断熱材（ボー

ド品）を特定熱損失防止建築材料とする。 

 

２－１．特定熱損失防止建築材料となる硬質ウレタンフォーム断熱材（ボード品）の範囲

等【別添２参照】 

（１）範囲 

ＪＩＳ Ａ ９５２１：２０１７1において２種、３種に分類される硬質ウレタンフォーム

断熱材 

 

（２）勧告等の対象となる事業者 

省エネ法第１５１条に基づく勧告、公表及び命令の対象となる熱損失防止建築材料製造

事業者等 ２は、年間の生産量又は輸入量が一定以上の者に限定される。この生産量又は輸

入量の目安は、他の特定熱損失防止建築材料では生産・輸入シェア（国内向け出荷に係る

ものに限る）概ね０．１％以上を目安として運用されていることを踏まえ、硬質ウレタン

フォーム断熱材（ボード品）についても同様に生産・輸入シェアが０．１％以上の熱損失

防止建築材料製造事業者等を勧告、公表及び命令の対象とする。 

なお、省エネ法第１５２条に基づく表示義務については、出荷量にかかわらず全ての熱

損失防止建築材料製造事業者等が対象となる。 

                         
1 平成２９年３月２１日改正・公示。 
2 

熱損失防止建築材料の製造、加工又は輸入の事業を行う者
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２－２．熱損失防止建築材料製造事業者等の判断の基準となるべき事項等 

 省エネ法第１５０条に基づく熱損失防止建築材料製造事業者等の判断基準となるべき

事項等は以下のとおりとする。 

（１）目標年度【別添３参照】 

 目標年度は、２０２６年度とする。 

 

（２）熱損失防止性能の評価指標及びその測定方法【別添４参照】 

熱損失防止性能の指標に熱伝導率λ［W/(m･K)］を用いることとし、ＪＩＳ Ａ ９５２

１:２０１７により定める測定方法により熱伝導率λ［W/(m･K)］を求める。 

 

（３）区分及び目標基準値【別添５参照】 

 区分及び目標基準値は、次表のとおりとする。 

 

表 硬質ウレタンフォーム断熱材（ボード品）の区分と目標基準値 

区分 目標基準値 

熱伝導率λ[W/(m・K)] 

２種 ０．０２２１６ 

３種 ０．０２２８９ 

 

熱損失防止建築材料製造事業者等が目標年度に国内向けに出荷する硬質ウレタンフォ

ーム断熱材（ボード品）について、（２）により測定した熱伝導率λ[W/(m・K)]を、表の区

分毎に出荷面積で加重平均した値が目標基準値を上回らないことを求める。 

 

（４）表示事項及び遵守事項【別添６参照】 

 表示事項及び遵守事項は、以下のとおりとする。 

１）表示事項 

① 品名又は形名 

② 区分名（２種、３種の別） 

③ 熱損失防止性能の値（熱伝導率λ） 

④ 熱損失防止建築材料製造事業者等の氏名又は名称 

 

２）遵守事項 

① 熱損失防止性能の値（熱伝導率λ）は、有効数字２桁以上で表示すること。 

② 表示は、硬質ウレタンフォーム断熱材（ボード品）及び性能に関する表示のある

カタログ又は硬質ウレタンフォーム断熱材（ボード品）の選定にあたり熱損失防

止建築材料製造事業者等により提示される資料の見やすい箇所に容易に消えな

い方法で記載して行うこと。 
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４．省エネルギーに向けた提言 

（１）政府の取組 

①熱損失防止性能の優れた硬質ウレタンフォーム断熱材（ボード品）の普及を図る観点

から、使用者（最終消費者、設計事務所、ハウスメーカー、工務店、現場施工者、建

築事業者等をいう。以下同じ。）及び熱損失防止建築材料製造事業者等の取組を促進す

べく、普及啓発等の必要な措置を講ずるよう努めること。 

②熱損失防止建築材料製造事業者等の表示の実施状況を定期的・継続的に把握し、使用

者に対して熱損失防止性能に関する正しく分かり易い情報の提供がなされるよう、適

切な判断の基準の運用に努めること。 

③目標年度前であっても、熱損失防止建築材料製造事業者等の協力を得た上で、熱損失

防止性能の優れた硬質ウレタンフォーム断熱材（ボード品）の普及状況の把握に努め

るとともに、必要に応じ、目標基準値の見直しその他の施策について検討を行うこと。 

 

（２）熱損失防止建築材料製造事業者等の取組 

①硬質ウレタンフォーム断熱材（ボード品）の高性能化のための技術開発を推進し、熱

損失防止性能の優れた製品の開発に努めること。 

②熱損失防止性能の優れた硬質ウレタンフォーム断熱材（ボード品）の普及を図る観点

から、使用者の熱損失防止性能の優れた断熱材の選択に資するよう、適切な情報の提

供に努めること。 

 

（３）使用者の取組 

 ①熱損失防止性能の優れた硬質ウレタンフォーム断熱材（ボード品）の選択に努めるこ

と。 

 ②硬質ウレタンフォーム断熱材（ボード品）の使用に当たっては、断熱材が持つ性能が

正しく発揮されるよう、断熱材の適切な施工に努めること。 

 

（４）熱損失防止性能の優れた高性能な建材の更なる普及に向けた官民における取組 

①住宅・建築物において、長期エネルギー需給見通しの実現に必要な徹底した省エネを

達成するため、政府並びに熱損失防止建築材料製造事業者等及び施工事業者は、熱損

失性能に優れた高性能な建材の一層の普及拡大に加えて、ハウスメーカーや工務店等

及び関係団体等と協同して、住宅の省エネ性能の向上に向けた取組（省エネリフォー

ムの増大、ＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）の普及拡大等）を行うこと。 

②具体的には、硬質ウレタンフォーム断熱材以外の断熱材や建材を含めた高性能建材

について、省エネに加えて、それ以外の観点（ノン・エナジー・ベネフィット）を

含めた普及啓発等を通じた使用者への訴求力の更なる向上について、官民における

関係者の協力により、必要な取組を行うように努めること。 
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特定熱損失防止建築材料の要件と 

硬質ウレタンフォーム断熱材（ボード品）の扱いについて 

 

 

１．特定熱損失防止建築材料の要件 

 省エネ法第１４９条において熱損失防止建築材料は「建築物の外壁、窓等を通しての熱

の損失の防止の用に供される建築材料」と定義されている。 

 

 また、特定熱損失防止建築材料は、省エネ法第１５０条第１項に基づき、以下の３点の

全てを満たすものである必要がある。 

① 我が国において、大量に使用されていること。 

 ②建築物において熱の損失が相当程度発生する部分に主として用いられるものである 

  こと。 

 ③熱損失防止性能の向上を図ることが特に必要なものであること（例えば、熱損失防 

止性能の改善余地、社会的要請等を有すること等）。 

 

 硬質ウレタンフォーム断熱材については、我が国において一定のシェアを有しており、

熱の損失が相当程度発生する壁や床の断熱材として現に用いられ、熱損失防止性能の改善

が望まれるため、これらの要件に合致していることから、外壁、窓等を構成する建築材料

である硬質ウレタンフォーム断熱材（ボード品）を特定熱損失防止建築材料とする。 

 

なお、硬質ウレタンフォーム断熱材のうち、現場吹付け品については、平成２９年１０

月１２日に「吹付け硬質ウレタンフォームの熱の損失の防止のための性能の向上等に関す

るガイドライン」を公表し、建材トップランナー制度に準じた制度を定めている。 

 

  

別添 １ 
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特定熱損失防止建築材料となる硬質ウレタンフォーム断熱材（ボード品）の 

範囲について 

 

１．硬質ウレタンフォーム断熱材の特徴、種類及びシェア 

 硬質ウレタンフォーム断熱材とは、発泡プラスチック系断熱材の一種であり、ＮＣＯ（イ

ソシアネート）基を２個以上有するポリイソシアネートとＯＨ（ヒドロキシル）基を２個

以上有するポリオールを触媒（アミン化合物等）、発泡剤（水、フルオロカーボン等）、整

泡剤（シリコーンオイル）等と混合し、泡化反応と樹脂化反応を同時に行わせて得られる、

均一なプラスチック発泡体である。独立した気泡内に熱を伝えにくいガスが封入されてお

り、その気泡が集積することにより、断熱性能を発揮する。 
硬質ウレタンフォーム断熱材には、施工現場にて硬質ウレタンフォーム断熱材の原液を

専用の吹付け装置を用いて断熱施工面に直接スプレーし、その場で発泡後硬化させ、硬質

ウレタンフォーム断熱材を成型する「現場吹付け品」と、工場にて発泡・硬化させたもの

をボード状に切り分けて出荷する「ボード品」の２種類が存在する。 

 

 

 

 

 

 

        現場吹付け品            ボード品 

 

また、硬質ウレタンフォーム断熱材の断熱材市場における出荷割合及び主要メーカーの

数は、下図のとおりである。現場吹付け品とボード品のシェアの内訳は、現場吹付け品が

９％、ボード品が２％となっている。 

 繊維系 発泡プラスチック系 

グラス 

ウール 

ロック 

ウール 

セルロース 

ファイバー 

押出法ポリ

スチレンフ

ォーム 

硬質ウレタン 

フォーム 

高発泡ポリ

エチレン 

ビーズ法ポ

リスチレン

フォーム 

フェノール 

フォーム 

出荷割合 53％ 9％ 1％未満 20％ 11％ 0％ 5％ 2％ 

（内訳） 
    現場吹付け品 9％ 

ボード品   2％ 

   

メーカー 4社 2社 4社 3社 15社 0社 41社 3社 

図 断熱材の種類と出荷割合（２０１７年） 

 

２．特定熱損失防止材料の範囲 

 建材トップランナー制度では、以下に該当するものを特定熱損失防止建築材料の対象範

囲から除外することとしている。 

別添 ２ 
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①特殊な用途に使用されるもの 

②技術的な測定方法、評価方法が確立していないもの 

③市場での使用割合が極度に小さいもの 

 

 硬質ウレタンフォーム断熱材（ボード品）は、ＪＩＳ Ａ ９５２１：２０１７において、

面材の種類により、１種、２種、３種に区分されている。このうち１種については、主に

プラントの配管等に用いられ、「建築物の外壁、窓等を通しての熱の損失の防止の用に供さ

れる建築材料」としての直近の出荷実績はないため特定熱損失防止建築材料の対象外とな

る。 

 ２種、３種については「建築物の外壁、窓等を通しての熱の損失の防止の用に供される

建築材料」としての出荷実績があり、①～③に該当しないため、特定熱損失防止建築材料

とする。 

 

 省エネ法第１４９条において、熱損失防止建築材料の製造、加工又は輸入の事業を行う

者はその熱損失防止性能の向上を図ることが求められる。 

 

３．勧告等の対象事業者 

 硬質ウレタンフォーム断熱材（ボード品）については、ボード状の硬質ウレタンフォー

ム断熱材を工場から出荷する製造事業者や輸入事業者のすべてが該当するが、省エネ法第

１５１条に基づく勧告、公表及び命令の対象となる熱損失防止建築材料製造事業者等は、

年間の生産量又は輸入量が一定以上の者に限定される。 

 この生産量又は輸入量の目安は、他の特定熱損失防止材料では生産・輸入シェア概ね０．

１％以上を目安として運用されていることを踏まえ、硬質ウレタンフォーム断熱材（ボー

ド品）についても、生産・輸入シェアが０．１％以上の熱損失防止建築材料製造事業者等

を勧告、公表及び命令の対象とする。 

なお、省エネ法第１５２条に基づく表示義務については、出荷量にかかわらず全ての熱

損失防止建築材料製造事業者等が対象となる。 
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目標年度について 

 

 

熱損失防止建築材料製造事業者等が熱損失防止建築材料の性能の向上を図るには、製造

設備の更新等に一定の期間を要することに配慮して、目標年度を設定する必要がある。 

 目標基準値の達成に必要な性能向上のためには、各社の技術開発、試作ラインにおける

製造・調整及び本製造ラインにおける製造・調整等の対応が発生する。これらの対応を完

了させるためには、１０年の期間を要する。 

 

 以上を勘案し、目標年度については、目標基準値の検討の際ベースとした２０１６年度

から１０年後の２０２６年度とする。 

 

  

別添 ３ 
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硬質ウレタンフォーム断熱材（ボード品）の熱損失防止性能評価指標 

及びその測定方法について 

 

 

１．基本的な考え方 

 断熱材の熱損失防止性能は、断熱材の素材そのものの熱損失の程度を表す 熱伝導率λ

［W/(m･K)］※を指標とすることが適当と考えられる。 

 

※熱伝導率λ［W/(m･K)］：１度の温度差がある場合に、１m2の断面積・1mの厚さを有する

断熱材を流れる単位時間あたりの熱量。値が小さいほど性能が

良い。 

 

２．測定方法 

 ＪＩＳ Ａ ９５２１:２０１７により定める測定方法により熱伝導率λ［W/(m･K)］を求

める。 

 

  

別添 ４ 

http://www.weblio.jp/content/%C3%A6%C2%B5%C2%81%C3%A3%C2%82%C2%8C
http://www.weblio.jp/content/%C3%A7%C2%86%C2%B1%C3%A9%C2%87%C2%8F
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区分及び目標基準値について 

 

１．区分 

 

２種については、主に一般住宅・建築物の天井・壁・床の断熱用途に使用されている

のに対し、３種は共同住宅等の屋上防水断熱用途に使用されており、ひび割れや老朽化

の原因となる雨水浸入を防ぐ防水工事（主にアスファルト防水熱工法等）の一工程とし

て施工されている。 

 

アスファルト防水熱工法においては、施工時に、高温のアスファルトが断熱材に接触

することで、フォームの二次発泡による断熱材の変形等が生じる可能性があることから、

これを防ぐ目的で、３種は発泡ガスや水蒸気を通しやすい透湿性が高い面材が使用され

る。 

 

透湿性（付加的機能）の維持と、断熱性能の大幅な改善の両立は困難であることから、

硬質ウレタンフォーム断熱材（ボード品）の目標基準値の策定においては、２種と３種

とで区分を分ける。 

 

 

２．目標基準値 

（１）基本的な考え方 

  目標基準値の設定に当たっては、省エネ法第１５０条第２項により、最も優れている

ものの熱損失防止性能、技術開発の将来の見通しその他の事情を勘案して定めるものとす

る。 

 

（２）現時点における最も断熱性能の高い製品 

  ２種については、高付加価値品（（４）参照）の熱伝導率「λ＝０．０２１」が、現時

点において最も断熱性能の高い製品の性能である。 

一方、３種については、熱伝導率「λ＝０．０２３」が現時点において最も断熱性能

の高い製品の性能である。 

 

（３）技術開発の将来の見通し 

  硬質ウレタンフォーム断熱材（ボード品）の熱伝導率は、「密度」、「セル径」、「発泡ガ

ス」の３因子で決定されるが、「密度」と「セル径」は原料メーカー、フォームメーカー

ともに既に技術が確立し、大きな改善は期待できない。一方、「発泡ガス」については特

に２種において技術開発の余地を残している。 

別添 ５ 



10 

 

（３．１）２種 

２種については、低コストを求める市場ニーズと高性能を求める市場ニーズがある。 

A)気泡サイズが大きく（３５０μm 程度以上）低密度であり、発泡剤に主にＨＣ等

を使用した、いわゆる普及品の市場（λ０．０２４以上） 

B)気泡サイズが小さく（３００μm 程度以下）高密度であり、発泡剤に主にＨＦ０

等を使用した、いわゆる高付加価値品の市場（λ０．０２３以下） 

 

高度な熱損失防止技術を用いているために高価となる製品について、区分を分けるこ

とも考え得るが、熱損失防止建築材料製造事業者等に熱損失防止性能の優れた製品の販

売を促すため、可能な限り同一の区分として扱うことが望ましい。 

 

その際、「高付加価値品」のみを考慮して目標基準値を設定すると、消費者は経済的に

見合わない高価な製品の購入を余儀なくされるおそれがあることから、「普及品」から

「高付加価値品」への移行を適切に促すため、それぞれの最も高い熱伝導率に目標年度

に想定されるそれぞれのシェアを乗じたものに発泡ガスにおける技術開発を見込み、１．

５％の性能改善を求める。 

 

（３．２）３種 

３種については、大幅な技術向上は難しいものの、継続的な努力により０．５％の性

能改善を見込む。３種全体に占めるλ＝０．０２３（現在のトップランナー値）の製品

の出荷量シェアは近年低下傾向にあるものの、依然７割程度あるため、これに一定の性

能改善分を見込んで得た目標値を設定する。 

 

（４）目標基準値 

  以上を踏まえ、目標基準値を以下のとおり定める。 

・２種に関しては、普及品及び高付加価値品のトップランナー値と性能改善、目標年度

に想定されるそれぞれのシェアを考慮した「λ＝０．０２２１６」を目標基準値とす

る。 

 なお、目標年度のシェアは、普及品：４９．８％、高付加価値品：５０．２％とした。 

・３種に関しては、現状で最も断熱性能が高い製品の熱伝導率「λ＝０．０２３」に性

能改善を考慮した「λ＝０．０２２８９」を目標基準値とする。 
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なお、目標基準値を達成した場合の性能改善率については以下のとおり。 

 

 現状の加重平均値 

[W/(m･K)] 

目標基準値 

[W/(m･K)] 

性能改善率 

２種 ０．０２２９４ ０．０２２１６ ３．４０％ 

３種 ０．０２３９０ ０．０２２８９ ４．２３％ 

表：目標基準値を達成した場合の各区分における性能改善率（％） 
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表示事項等について 

 

 

 省エネ法第１５２条により、特定熱損失防止建築材料について、次に掲げる事項を定め

ることとしている。 

①  特定熱損失防止建築材料の熱損失防止性能に関し、熱損失防止建築材料製造事業

者等が表示すべき事項 

②  表示の方法その他熱損失防止性能の表示に際して熱損失防止建築材料製造事業者

等が遵守すべき事項 

 

１．表示すべき事項 

 硬質ウレタンフォーム断熱材（ボード品）の熱損失防止建築材料製造事業者等が表示す

べき事項は、次に掲げる事項とする。 

① 品名又は形名 

② 区分名（２種、３種の別） 

③ 熱損失防止性能の値（熱伝導率λ） 

④ 熱損失防止建築材料製造事業者等の氏名又は名称 

 

 

２．遵守すべき事項 

 表示に際して熱損失防止建築材料製造事業者等が遵守すべき事項は、次に掲げる事項と

する。 

① 熱損失防止性能の値（熱伝導率λ）は、有効数字２桁以上で表示すること。 

② 表示は、硬質ウレタンフォーム断熱材（ボード品）及び性能に関する表示のあるカ

タログ又は硬質ウレタンフォーム断熱材（ボード品）の選定にあたり熱損失防止建築

材料製造事業者等により提示される資料の見やすい箇所に容易に消えない方法で記

載して行うこと。 

 

 

※「性能に関する表示のあるカタログ又は硬質ウレタンフォーム断熱材（ボード品）の

選定にあたり熱損失防止建築材料製造事業者等により提示される資料」には、ＷＥＢ上

に公開されるカタログ等も含まれる。 

 

  

別添６ 
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